
 

『給付金等の事務処理効率化へ マイナンバー法改正－総務省』 
 

 総務省は今般、マイナンバー法の改正に向けてそのスケジュールと中身を示した。総務大臣が、記者

会見で明らかにした。議論の契機の１つは、今回の特別定額給付金であった。この給付事務はマイナン

バーが利用できる範囲ではなかったため、申請には各世帯主の口座情報の記入と、その情報の速やか

な廃棄が必要であった。マイナンバーすべてに口座情報が紐づいていれば、個人単位の給付も可能で

あったことから、本人同意により預貯金口座を登録できる制度をめざす議員立法の動きが進んでいる。

口座を登録すれば景気対策での給付や年金、税の還付などにも利用でき、国民・行政の負担軽減と、

迅速できめ細やかな給付に資するとの考えから、１段階目として、今国会で議

員立法がなされる見込み。 

 さらに、災害や相続の際に口座の所在をすぐ確認できるよう全ての預貯金口

座への紐づけを義務化する改正案も具体的となっている。これについては現

行法の附則にある規定でも施行後３年を目途に検討を加えるとされており、２

段階目として、年内にも財務省、金融庁との議論を進めて来年の通常国会に

法案を提出したい考え。実現すれば、金融機関の破綻や災害の際に迅速な払

戻しが可能となるほか、税務調査や生活保護等の資力調査に利用できるとされる。 

 

 『コロナで経営破綻２００件突破 宿泊業と飲食業、上位で並ぶ』 

 
 東京商工リサーチは、「新型コロナ関連」の経営破綻が全国で２ １ ０ 件に達したと発表した。６ 月３ 

日現在の調査で、２ ０ ０ 件を突破した。業種別ではインバウンド需要の消失、国内旅行・出張の自粛で

キャンセルが相次いだ宿泊業が３ ４ 件。また、外出自粛で来店客の減少や臨時休業などに追い込まれ

た飲食業も３ ４ 件で並んだ。以下、百貨店や小売店の臨時休業が影響したアパレル関連が２ ４ 件、休

校やイベント休止などが影響した食品製造業１ ６ 件などが続く。同調査は負債１ ０ ０ ０ 万円以上の法

的整理、私的整理をした企業を対象に集計した。都道府県別では、福井、和歌山、鳥取、高知、長崎の

５ 県を除く４ ２ 都道府県でコロナ関連の経営破綻が発生。最多は東京都の４ ７ 件で突出している。以

下、大阪府が１ ９ 件、北海道１ ７ 件、静岡県１ １ 件、兵庫県１ ０ 件などの

順。同関連の破綻は２ 月２ 件、３ 月２ ３ 件から４ 月は８ ４ 件に急増。５ 月

も８ ３ 件で高止まりしていた。６月は１ 日が５ 件、２ 日は１ 件だったが、３日

は一日の集計で最多の１ ２ 件が判明した。同社は「緊急事態宣言の解除

を受け、各地で事業者への休業要請が大幅に緩和されたが、新型コロナ感

染防止のため制限も多く、消失した売り上げがコロナ前に回復するには時

間が必要だ」とみている。 
 

  出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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